
資料１－３

（参考：投入構造）

 

 ① ② ③

農業、林業、漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

製造業

卸売業、小売業

医療、福祉

学校教育

建設業
サービス関連産業Ａ

協同組合

宿泊業
など

　
　
　
　
　
　

 

食堂・レストラン 食堂・レストラン

日本料理店

中華料理店

ラーメン店

焼肉店

その他の専門料理店

そば、うどん店 そば、うどん店

すし店 すし店

喫茶店 喫茶店

ハンバーガー店

お好み焼き・焼きそば・たこ焼き店

その他の飲食店

持ち帰り飲食サービス店 持ち帰り飲食サービス

配達飲食サービス店 配達飲食サービス

料亭 （専門料理店の一部）

酒場・ビアホール 酒場・ビアホール

バー、ナイトクラブ、キャバレー 遊興飲食店 バー、ナイトクラブ、キャバレー

経済センサス－活動調査  （参考３の調査票、参考４の分類表 を参照）

副業については、表面に
記入するのみで、裏面の記
入はない。

調査票の区分
調査票
の裏面

調査票の表面
飲食ｻｰﾋﾞｽに関する
施設・店舗等の形態

　　　　「飲食サービス事業」
　　　　として記入された金額
　　　　を、更に細かく分割す
　　　　るための情報はない。

副業として飲食サービスを行って
いる場合には、
「７　事業別売上（収入）金額」
の内訳である
「⑭飲食サービス事業の収入」
に金額を記入

厚労省資料に記載されている案
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当該部分について、飲食サービス事業の売上高を分
割する場合、以下の方法が考えられる。

①　飲食サービスを主業とする事業所の産業別の「飲
食サービス事業」の売上高を集計し、案分比率を求め
る。

②　平成16年サービス業基本統計組替集計結果からV
表を作成し、案分比率を求める。（同調査の調査対象
外の業種については案分比率は不明）

事務局案

部門設定の選択肢

経済センサス－活動調査で得られる飲食サービス関連データ と 部門設定の選択肢
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利団体等投入調査
の標本設計
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